
別添 

○船員法事務取扱要領（昭和３８年４月１日員基第５３号）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
船員法事務取扱要領 

 

（昭和 38年 4月 1日 員基第 53 号） 

最終改正：令和 5年 3月 24 日 国海員第 396 号  

 
目   次 （略） 
 

第一章 総則 
一～三 （略） 
 
四 書類保存期間 

地方運輸局の事務所において保存すべき書類及び期間は、次のとおりと

する。なお、これらの書類は、それぞれ日付順につづって整理しておかな

ければならない。 
１～４ （略） 
５ 船員手帳交付申請書、船員手帳再交付（書換え）申請書、船員 
手帳訂正申請書（日本人の場合）               十年 

６ 船員手帳交付申請書、船員手帳再交付（書換え）申請書、船員 
手帳訂正申請書（外国人の場合）               五年 

７ 船員手帳交付、船員手帳再交付（書換え）及び船員手帳訂正の 
申請の際の添付書類                      一年 

（削る） 
８ 則第三十七条第二項の規定により提出された船員手帳及び本人 
に返還することができない事由を記載した書類         一年 

９ 船員手帳記載事項証明申請書                一年 

船員法事務取扱要領 
 

（昭和 38年 4月 1日 員基第 53 号） 

最終改正：令和 5年 3月 3日 国海員第 362 号  

 
目   次 （略） 
 

第一章 総則 
一～三 （略） 
 
四 書類保存期間 

地方運輸局の事務所において保存すべき書類及び期間は、次のとおりと

する。なお、これらの書類は、それぞれ日付順につづって整理しておかな

ければならない。 
１～４ （略） 
（新設） 
 
（新設） 
 
５ 船員手帳交付（再交付、書換え）申請の際の添付書類     五年 
 
６ 船員手帳訂正申請の際の添付書類              一年 
７ 則第三十七条第二項の規定により提出された船員手帳及び本人 
に返還することができない事由を記載した書類         一年 

８ 船員手帳記載事項証明申請書                一年 
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１０ 船員手帳交付簿                     一年 
 

五 事務取扱状況報告書その他の書類の送付 
１ 運輸支局及び海事事務所にあっては、次に掲げる書類のうち(1)につ

いては一月分毎に、(3)については四半期分毎にまとめて目次及び葉数

を附し、翌月五日までに、また、(2)については半期分毎にまとめて目

次及び葉数を附し、翌月十五日までに地方運輸局（本局）に送付しなけ

ればならない。 

（削る） 

（削る） 

(1) 船員手帳関係業務報告書 （第五号様式） 

(2) 船員法関係業務報告書 （第六号様式） 

(3) 乱丁、落丁、汚損、書損等のための使用不能の船員手帳 

 

２ 地方運輸局（本局）にあっては、指定市町村より送付された船員手帳

引渡手数料納付書を受理したときは、地方運輸局長の定める様式による

船員手帳引渡手数料受領証を当該市町村長に送付しなければならない。 

  また、指定市町村より送付された四５に掲げる書類を受理したとき

は、船員情報管理システムに必要事項を入力すること。 

 

３ 地方運輸局（本局）にあっては、次に掲げる書類を四半期分毎（(2)

にあっては半期分毎）にまとめて目次及び葉数を附し、翌月十日まで

（(2)にあっては翌月末日まで）に海事局に送付しなければならない。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

９ 船員手帳交付簿                      一年 
 

五 事務取扱状況報告書その他の書類の送付 
１ 運輸支局及び海事事務所にあっては、次に掲げる書類のうち(1)～(3)

については一月分毎に、(5)については四半期分毎にまとめて目次及び

葉数を附し、翌月五日までに、また、(4)については半期分毎にまとめ

て目次及び葉数を附し、翌月十五日までに地方運輸局（本局）に送付し

なければならない。 

(1) 船員手帳交付申請書、船員手帳再交付（書換え）申請書 

(2) 船員手帳訂正申請書 

(3) 船員手帳関係業務報告書 （第五号様式） 

(4) 船員法関係業務報告書 （第六号様式） 

(5) 乱丁、落丁、汚損、書損等のための使用不能の船員手帳 

 

２ 地方運輸局（本局）にあっては、指定市町村より送付された船員手帳

引渡手数料納付書を受理したときは、地方運輸局長の定める様式による

船員手帳引渡手数料受領証を当該市町村長に送付しなければならない。 

 

 

 

３ 地方運輸局（本局）にあっては、次に掲げる書類を一月分毎（(4)に

あっては半期分毎）にまとめて目次及び葉数を附し、翌月十日まで

（(4)にあっては翌月末日まで）に海事局に送付しなければならない。 

(1) 当該地方運輸局（本局）において取り扱った事務に関する１(1)及

び(2)に掲げる書類 

(2) １により送付を受け、又は指定市町村より１と同様に送付を受けた

１(1)及び(2)に掲げる書類（指定市町村より送付を受けたものについ

ては船員情報管理システムに必要事項を入力すること。） 
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(1) １により送付を受け、又は指定市町村より１と同様に送付を受けた

船員手帳関係業務報告書（第五号様式）に基づいて作成した管内の取

扱事務の総括表（記載項目は船員手帳関係業務報告書（第五号様式）

による。） 

(2) １により送付を受け、又は指定市町村より１と同様に送付を受けた

船員法関係業務報告書（第六号様式）に基づいて作成した船員法関係

業務事務所別報告書（第七号様式） 

 

４ （略） 

 

六・七 （略） 

 

   第二章 航行に関する報告 

八 航行に関する報告の受理（法第十九条、則第十四条） 

 １・２ （略） 

 

 ３ 報告書の保存及び送付並びに事務取扱報告 

(1) （略） 

(2) 受理した報告書の写しは、当該船舶所有者の主たる船員の労務管理

の事務を行う事務所の所在地を管轄する地方運輸局の船員労働環境・

海技資格課（九州運輸局にあっては船員労働環境課）又は沖縄総合事

務局運輸部船舶船員課を経由して、運航労務監理官に電子メール等に

より送付しなければならない。 

(3) 報告書受理件数については、船員法関係業務報告書（第六号様式）

により、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければな

らない（五参照）。 

 

九 航行に関する報告書の証明（則第十五条） 

(3) １により送付を受け、又は指定市町村より１と同様に送付を受けた

船員手帳関係業務報告書（第五号様式）に基づいて作成した管内の取

扱事務の総括表（記載項目は船員手帳関係業務報告書（第五号様式）

による。） 

(4) １により送付を受け、又は指定市町村より１と同様に送付を受けた

船員法関係業務報告書（第六号様式）に基づいて作成した船員法関係

業務事務所別報告書（第七号様式） 

 

４ （略） 

 

六・七 （略） 

 

   第二章 航行に関する報告 

八 航行に関する報告の受理（法第十九条、則第十四条） 

 １・２ （略） 

 

 ３ 報告書の保存及び送付並びに事務取扱報告 

(1) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

(2) 報告書受理件数については、船員法関係業務報告書（第六号様式）

により、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければな

らない（五参照）。 

 

九 航行に関する報告書の証明（則第十五条） 
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 １ （略） 

  

 ２ 証明及び事務処理 

      １による審査の結果、証明して差し支えないと認めたときは、次によ

り措置しなければならない。 

   (1) 報告書の写しの末尾に、次の文例により証明を行い、地方運輸局長

印を押すこと（英文による日付の書き方については別紙二参照）。 

      「（航海日誌と照合し、）船員法第十九条の規定により報告されたもの

であることを証明する。 

       This is to certify that the above-mentioned event was 

reported in accordance with the Article 19 of the Mariners 

Act. 

                                    令和５年４月１日 

                                    Apr. 1, 2023    

             ○○運輸局長                              印 

            Director-General, ○○ District Transport Bureau   」 

(2)・(3) （略） 

 

 ３ （略） 

 

   第三章 雇入契約の成立等の届出等 

十 雇入契約の成立等の届出 

 １ （略） 

  

 ２ 書類の確認 

      雇入契約の成立等の届出があったときは、提出書類及び提示書類につ

いて、次の事項に留意して確認の上、受理しなければならない。 

(1)・(2) （略） 

 １ （略） 

  

 ２ 証明及び事務処理 

      １による審査の結果、証明して差し支えないと認めたときは、次によ

り措置しなければならない。 

   (1) 報告書の写しの末尾に、次の文例により証明を行い、地方運輸局長

印を押すこと（英文による日付の書き方については別紙二参照）。 

      「（航海日誌と照合し、）船員法第十九条の規定により報告されたもの

であることを証明する。 

       This is to certify that the above-mentioned event was 

reported in accordance with the Article 19 of the Mariners 

Act. 

                                    平成２２年１０月１日 

                                    Oct. 1, 2010    

             ○○運輸局長                              印 

            Director-General, ○○ District Transport Bureau   」 

(2)・(3) （略） 

 

 ３ （略） 

 

   第三章 雇入契約の成立等の届出等 

十 雇入契約の成立等の届出 

 １ （略） 

  

 ２ 書類の確認 

      雇入契約の成立等の届出があったときは、提出書類及び提示書類につ

いて、次の事項に留意して確認の上、受理しなければならない。 

(1)・(2) （略） 



別添 

(3) 海員名簿については、次の事項を確かめること。 

イ 第一表及び第二表の船舶及び船舶所有者に関する記載事項に誤り

がないこと（則第七十七条の三第二項に規定する低引火点燃料船

（以下「低引火点燃料船」という。）にあっては第二表の主機の種

類及び箇数欄に「低引火点燃料」と括弧書きで付記されているこ

と。）。次の場合には、必ず、船舶国籍証書、漁船登録票、船舶検査

証書、その他の船舶及び船舶所有者に関する事項を証する書類の提

示を求め、記載事項と照合すること（これらの書類が電子証書によ

り交付されている場合には、電子証書システムにより確認するこ

と。）。ただし一括届出のときは、一括届出許可書の提示を求め、そ

の記載事項と照合すること。 

 ①～③ （略） 

ロ～チ （略） 

(4) 船員手帳については、次の事項を確かめること。 

  イ～ヘ （略） 

  ト 第十四表～第十六表（健康証明書）に、則第五十七条各号に掲げ

る医師により最近一年内において、則第二号表の標準に合格と判定

された旨の表示があること。なお、再交付又は書換えにより無効と

なったもとの船員手帳の健康証明書の有効期間が経過していない場

合には、当該船員手帳における表示によることができる。 

チ 第十四表～第十六表（健康証明書）の有効期間が経過していない

こと。ただし、やむを得ない場合において、当該健康証明書の有効

期間が満了した日から三月を超えない範囲内において、船舶に乗り

組ませることができる旨、地方運輸局長の許可を受けている場合は

この限りでない。 

リ 本邦外の地域に赴く航海に従事する船舶に乗り組む船員について

は、第十四表～第十六表（健康証明書）の記載に英訳が付してある

こと。 

(3) 海員名簿については、次の事項を確かめること。 

イ 第一表及び第二表の船舶及び船舶所有者に関する記載事項に誤り

がないこと（則第七十七条の三第二項に規定する低引火点燃料船

（以下「低引火点燃料船」という。）にあっては第二表の主機の種

類及び箇数欄に「低引火点燃料」と括弧書きで付記されているこ

と。）。次の場合には、必ず、船舶国籍証書、漁船登録票、船舶検査

証書、その他の船舶及び船舶所有者に関する事項を証する書類の提

示を求め、記載事項と照合すること。ただし一括届出のときは、一

括届出許可書の提示を求め、その記載事項と照合すること。 

 ①～③ （略） 

 

 

ロ～チ （略） 

(4) 船員手帳については、次の事項を確かめること。 

  イ～ヘ （略） 

  ト 第十四表・第十五表（健康証明書）に、則第五十七条各号に掲げ

る医師により最近一年内において、則第二号表の標準に合格と判定

された旨の表示があること。なお、再交付又は書換えにより無効と

なったもとの船員手帳の健康証明書の有効期間が経過していない場

合には、当該船員手帳における表示によることができる。 

チ 第十四表・第十五表（健康証明書）の有効期間が経過していない

こと。ただし、やむを得ない場合において、当該健康証明書の有効

期間が満了した日から三月を超えない範囲内において、船舶に乗り

組ませることができる旨、地方運輸局長の許可を受けている場合は

この限りでない。 

リ 本邦外の地域に赴く航海に従事する船舶に乗り組む船員について

は、第十四表・第十五表（健康証明書）の記載に英訳が付してある

こと。 
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ヌ 船員手帳が次のいずれかに該当するときは、書換え、再交付又は

写真のはりかえを申請させること。 

① （略） 

② 第六表・第七表（雇入契約関係）、第八表（休日関係）、第九表

（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船員

保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇

用保険関係）又は第十四表～第十六表（健康証明書）に余白がな

いとき。 

③・④ （略） 

(5)～(7) （略） 

 

 ３ 確認 

２により書類に誤りがないと認めたときは、更に次の事項に留意して

確認しなければならない。 

(1) 雇入届出の場合 

  イ～ニ （略） 

  ホ 船長、甲板部職員、甲板部航海当直部員、機関部職員、機関部航

海当直部員、無線部職員又は救命艇手については、船員手帳の第十

四表～第十六表（健康証明書）の「医師の指示及び就業上の注意事

項」欄に、雇入を行う職務に関し、不可である旨の記載がないこ

と。 

   ヘ～ソ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

４ （略） 

 

 ５ 届出の受理及び事務処理 

２及び３による確認の結果、届出を受理して差し支えないと認めたと

ヌ 船員手帳が次のいずれかに該当するときは、書換え、再交付又は

写真のはりかえを申請させること。 

① （略） 

② 第六表・第七表（雇入契約関係）、第八表（休日関係）、第九表

（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船員

保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇

用保険関係）又は第十四表・第十五表（健康証明書）に余白がな

いとき。 

③・④ （略） 

(5)～(7) （略） 

 

 ３ 確認 

２により書類に誤りがないと認めたときは、更に次の事項に留意して

確認しなければならない。 

(1) 雇入届出の場合 

  イ～ニ （略） 

  ホ 船長、甲板部職員、甲板部航海当直部員、機関部職員、機関部航

海当直部員、無線部職員又は救命艇手については、船員手帳の第十

四表・第十五表（健康証明書）の「医師の指示及び就業上の注意事

項」欄に、雇入を行う職務に関し、不可である旨の記載がないこ

と。 

   ヘ～ソ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

４ （略） 

 

 ５ 届出の受理及び事務処理 

２及び３による確認の結果、届出を受理して差し支えないと認めたと
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きは、次により措置しなければならない。 

(1) 届出書の余白（届出書が複数枚にわたる場合には各ページの余

白）、海員名簿の官庁受理印欄（(2)に掲げる場合を除く。）、船員手帳

の官庁受理印欄及びクルーリストの官庁受理印欄に第二号官庁印を押

すこと。なお、法第八十五条第三項（則第五十七条の二）の未成年者

の認証は、この押印によって同時に行う。 

(2)・(3) （略） 

 

十一 （略） 

 

   第四章 船員手帳 

十二 船員手帳の交付（則第二十八条及び第二十九条）―― 日本人の場合 

 １・２ （略） 

 

 ３ 申請書等の保存及び事務取扱報告 
（削る） 

 

(1) 受理した申請書及び申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事

務所において保存しなければならない（四参照）。 

(2) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十三 船員手帳の交付（則第二十八条及び第二十九条）―― 外国人の場合 

外国人から船員手帳の交付の申請があったときは、十二（日本人の場

合）に準じて審査し、交付を行う。日本人の場合と異なる点は次のとおり

である。 

 

きは、次により措置しなければならない。 

(1) 届出書の該当者欄の右余白、海員名簿の官庁受理印欄（(2)に掲げ

る場合を除く。）、船員手帳の官庁受理印欄及びクルーリストの官庁受

理印欄に第二号官庁印を押すこと。なお、法第八十五条第三項（則第

五十七条の二）の未成年者の認証は、この押印によって同時に行う。 

 

(2)・(3) （略） 

 

十一 （略） 

 

   第四章 船員手帳 

十二 船員手帳の交付（則第二十八条及び第二十九条）―― 日本人の場合 

 １・２ （略） 

 

 ３ 申請書等の保存、送付及び事務取扱報告 
(1) 受理した申請書は地方運輸局（本局）を経由して海事局に送付しな

ければならない（五参照）。 

(2) 受理した申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事務所におい

て保存しなければならない（四参照）。 

(3) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十三 船員手帳の交付（則第二十八条及び第二十九条）―― 外国人の場合 

外国人から船員手帳の交付の申請があったときは、十二（日本人の場

合）に準じて審査し、交付を行う。日本人の場合と異なる点は次のとおり

である。 
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 １～５ （略） 

 

６ その他 

   (1) 申請書の取扱い、申請書等の保存及び事務取扱報告については、日

本人に対する船員手帳の交付の場合と同様である。 

 

十四 船員手帳の訂正（則第三十一条） 

 １～４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存及び事務取扱報告 

（削る） 

 

(1) 受理した申請書及び申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事

務所において保存しなければならない（四参照）。 

(2) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十五 （略） 

 

十六 船員手帳の再交付（則第三十二条及び第三十三条） 

 １～４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存及び事務取扱報告 
（削る） 

 

(1) 受理した申請書及び申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事

務所において保存しなければならない（四参照）。 

 １～５ （略） 

 

６ その他 

   (1) 申請書の取扱い、申請書等の保存、送付及び事務取扱報告について

は、日本人に対する船員手帳の交付の場合と同様である。 

 

十四 船員手帳の訂正（則第三十一条） 

 １～４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存、送付及び事務取扱報告 

(1) 受理した申請書は地方運輸局（本局）を経由して海事局に送付しな

ければならない（五参照）。 

(2) 受理した申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事務所におい

て保存しなければならない（四参照）。 

(3) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十五 （略） 

 

十六 船員手帳の再交付（則第三十二条及び第三十三条） 

 １～４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存、送付及び事務取扱報告 
(1) 受理した申請書は地方運輸局（本局）を経由して海事局に送付しな

ければならない（五参照）。 

(2) 受理した申請の際の添付書類は受埋した地方運輸局の事務所におい

て保存しなければならない（四参照）。 



別添 

(2) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十七 船員手帳の書換え（則第三十四条） 

 １ （略） 

 

 ２ 書換え事由 

      船員手帳の書換えは、次の場合に行う。 

  (1)・(2) （略） 

   (3) 船員手帳の第六表・第七表（雇用契約関係）、第八表（休日関係）、

第九表（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船

員保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇用

保険関係）又は第十四表～第十六表（健康証明書）に余白がないと

き。 

 (4) （略） 

 

 ３・４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存及び事務取扱報告 
   書換えを行ったときは、十六５(1)及び(2)に準じて措置しなければな

らない。 
 
十八～二十 （略） 
 

(3) 交付件数については、船員手帳関係業務報告書（第五号様式）によ

り、地方運輸局（本局）を経由して、海事局に報告しなければならな

い（五参照）。 

 

十七 船員手帳の書換え（則第三十四条） 

 １ （略） 

 

 ２ 書換え事由 

      船員手帳の書換えは、次の場合に行う。 

  (1)・(2) （略） 

   (3) 船員手帳の第六表・第七表（雇用契約関係）、第八表（休日関係）、

第九表（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船

員保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇用

保険関係）又は第十四表・第十五表（健康証明書）に余白がないと

き。 

 (4) （略） 

 

 ３・４ （略） 

 

 ５ 申請書等の保存、送付及び事務取扱報告 
   書換えを行ったときは、十六５(1)～(3)に準じて措置しなければなら

ない。 
 
十八～二十 （略） 
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○一括届出の許可に関する事務の取扱いについて（昭和４２年１月１２日員基第３号）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
一括届出の許可に関する事務の取扱いについて 

 
（昭和４２年１月１２日員基第３号） 

（最終改正：令和５年３月２４日国海員第３９６号） 
 
 地方運輸局が行う船員法及び船員法施行規則に関する事務のうち、一括届

出の許可に関する事務の取扱については、下記に定めるところによる。 
 

記 
 
Ⅰ～Ⅳ （略） 
 
Ⅴ 許可等の事務を処理する場合の手続 

許可等の事務は地方運輸局及び「Ⅰ、２」の運輸支局及び海事事務所（以

下「許可局」という。）で行う。 
１ 新規許可について 
（１） 審査 

許可申請があったときは次の事項に留意して審査すること。 
（ア） 一括届出許可申請書、海員名簿、就業規則、船舶検査証書及

び船舶国籍証書に加え、船舶の種類に応じ、次に掲げる提出書

類及び提示書類がそろっていること。 
    なお、船舶検査証書及び船舶国籍証書が電子証書により交付

されている場合には、電子証書システムにより確認すること。 
船 舶 の 種 類 提出書類・提示書類 
（略） （略） 

一括届出の許可に関する事務の取扱いについて 
 
（昭和４２年１月１２日員基第３号） 

（最終改正：平成２６年６月１０日国海員第５９号） 
 
 地方運輸局が行う船員法及び船員法施行規則に関する事務のうち、一括届

出の許可に関する事務の取扱については、下記に定めるところによる。 
 

記 
 
Ⅰ～Ⅳ （略） 
 
Ⅴ 許可等の事務を処理する場合の手続 
許可等の事務は地方運輸局及び「Ⅰ、２」の運輸支局及び海事事務所（以

下「許可局」という。）で行う。 
１ 新規許可について 
（１） 審査 

許可申請があったときは次の事項に留意して審査すること。 
（ア） 一括届出許可申請書、海員名簿、就業規則、船舶検査証書及

び船舶国籍証書に加え、船舶の種類に応じ、次に掲げる提出書

類及び提示書類がそろっていること。 
 
 

船 舶 の 種 類 提出書類・提示書類 
（略） （略） 
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労働条件等同等船 労働協約、労務管理記録簿（一年分）、

配乗計画表又は配乗実績表（一年分）、

許可対象船舶の乗組員が船員保険の被

保険者であることを証する書類 
（略）  

 
（イ）・（ウ） （略） 

（２）～（５） （略） 
 

２ （略） 
 

３ 変更許可について 
 （略） 
（１） 申請書の受付 
   変更許可の申請を受け付けたときは、次により処理すること。 
（ア） 運輸支局及び海事事務所 

ａ （略） 
ｂ 申請書に添付された許可書中変更事項の当該欄に訂正する余白

がない又は訂正した場合に文字の判別が困難と認めたとき。 
変更許可申請書とは別に、第９号書式による一括届出許可申請

書（変更事項の該当欄に新旧の事項を記載し、旧事項を読みうる

ように抹消して他の欄に斜線を引いたもの。）二通の提出を求め、

ａに準じて処理するほか、第９号書式による一括届出申請書のう

ち、一通は許可書とともに申請者に交付し、他の一通は地方運輸

局に送付すること。 
（イ） （略） 

（２）・（３） （略） 
 

労働条件等同等船 労働協約、休日付与簿（一年分）、配乗

計画表又は配乗実績表（一年分）、許可

対象船舶の乗組員が船員保険の被保険

者であることを証する書類 
（略）  

 
（イ）・（ウ） （略） 

（２）～（５） （略） 
 
２ （略） 

 
３ 変更許可について 
 （略） 
（１） 申請書の受付 
   変更許可の申請を受け付けたときは、次により処理すること。 
（ア） 運輸支局及び海事事務所 

ａ （略） 
ｂ 申請書に添付された許可書中変更事項の当該欄に訂正する余白

がないと認めたとき。 
変更許可申請書とは別に、第９号書式による一括届出許可申請

書（変更事項の該当欄に新旧の事項を記載し、旧事項を読みうる

ように抹消して他の欄に斜線を引いたもの。）二通の提出を求め、

ａに準じて処理するほか、第９号書式による一括届出申請書のう

ち、一通は許可書とともに申請者に交付し、他の一通は地方運輸

局に送付すること。 
（イ） （略） 

（２）・（３） （略） 
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４ （略） 
 
Ⅵ （略） 

４ （略） 
 
Ⅵ （略） 
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○船員法の労働時間の特例に係る指定事務取扱要領について（平成元年３月２７日海基第１３６号）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
船員法の労働時間の特例に係る指定事務取扱要領について 

 

（平成元年３月 27日海基第 136 号） 

（平成４年 12月 24 日海基第 247 号改正） 

（平成６年 10月 21 日海基第 218 号改正） 

（平成 17年１月 18日国海働第 190 号改正） 

（平成 25年２月 28日国海運第 159 号の５改正） 

（平成 26年２月 19日国海員第 185 号改正） 

（平成 26年５月１日国海員第 11 号改正） 

（令和元年８月 27日国海員第 149 号改正） 

（令和２年 12月 23 日国海員第 292 号改正） 

（令和４年３月 30日国海員第 410 号改正） 

（令和５年３月 24日国海員第 396 号改正） 

１ 指定の申請の手続き 

（１）船員法（昭和２２年法律第１００号）第７２条の指定（以下「指定」

という。）を受けようとする船舶所有者は、次の書類を、主たる船員の

労務管理の事務所の所在地を管轄する地方運輸局及び沖縄総合事務局の

事務所（以下「所轄地方運輸局」という。）に提出するものとする。 

① 船員法施行規則（昭和２２年運輸省令第２３号。以下「規則」と

いう。）第４８条の２第１項第１号及び附則第３条の船舶にあって

は、次の書類 

 イ～ト （略） 

 チ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し（当該証書が電子証書に

より交付されている場合は不要とし、電子証書システムにより確

認すること。） 

船員法の労働時間の特例に係る指定事務取扱要領について 

 

（平成元年３月 27日海基第 136 号） 

（平成４年 12月 24 日海基第 247 号改正） 

（平成６年 10月 21 日海基第 218 号改正） 

（平成 17年１月 18日国海働第 190 号改正） 

（平成 25年２月 28日国海運第 159 号の５改正） 

（平成 26年２月 19日国海員第 185 号改正） 

（平成 26年５月１日国海員第 11 号改正） 

（令和元年８月 27日国海員第 149 号改正） 

（令和２年 12月 23 日国海員第 292 号改正） 

（令和４年３月 30日国海員第 410 号改正） 

（新設）                 

１ 指定の申請の手続き 

（１）船員法（昭和２２年法律第１００号）第７２条の指定（以下「指定」

という。）を受けようとする船舶所有者は、次の書類を、主たる船員の

労務管理の事務所の所在地を管轄する地方運輸局及び沖縄総合事務局の

事務所（以下「所轄地方運輸局」という。）に提出するものとする。 

① 船員法施行規則（昭和２２年運輸省令第２３号。以下「規則」と

いう。）第４８条の２第１項第１号及び附則第２条の船舶にあって

は、次の書類 

 イ～ト （略） 

 チ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し 
  なお、ニ及びホについては、必要に応じ、別紙１及び別紙２の書

式例を参考にすること。 
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  なお、ニ及びホについては、必要に応じ、別紙１及び別紙２の書

式例を参考にすること。 

② 規則第４８条の２第１項第２号の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ホ （略） 

 ヘ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し（当該証書が電子証書に

より交付されている場合は不要とし、電子証書システムにより確認

すること。） 

③ 規則第４８条の３第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ニ （略） 

 ホ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し（当該証書が電子証書に

より交付されている場合は不要とし、電子証書システムにより確認

すること。） 

④ 規則第４８条の３の２第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ホ （略） 

 ヘ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し（当該証書が電子証書に

より交付されている場合は不要とし、電子証書システムにより確認

すること。） 

⑤ 規則第４８条の４第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ヘ （略） 

 ト 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し（当該証書が電子証書に

より交付されている場合は不要とし、電子証書システムにより確認

すること。） 
  なお、ハ及びニについては、指定前の運航実績に基づく運航スケ

ジュール及び指定後に予定される運航スケジュールを記載させるこ

と。記載に当たっては、最低限１週間（運航スケジュールのワンサ

イクルが１週間超となる場合は当該ワンサイクル）について記載さ

せること（書式例は別紙３－（１）及び別紙３－（２）のとおり）。 
また、労働時間の特例の指定に伴う乗組員の作業分担を明確にす

 

 

② 規則第４８条の２第１項第２号の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ホ （略） 

 ヘ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し 

 

 

③ 規則第４８条の３第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ニ （略） 

 ホ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し 

 

 

④ 規則第４８条の３の２第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ホ （略） 

 ヘ 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し 

 

 

⑤ 規則第４８条の４第１項の船舶にあっては、次の書類 

 イ～ヘ （略） 

 ト 船舶国籍証書及び船舶検査証書の写し 
  なお、ハ及びニについては、指定前の運航実績に基づく運航スケ

ジュール及び指定後に予定される運航スケジュールを記載させるこ

と。記載に当たっては、最低限１週間（運航スケジュールのワンサ

イクルが１週間超となる場合は当該ワンサイクル）について記載さ

せること（書式例は別紙３－（１）及び別紙３－（２）のとおり）。 
また、労働時間の特例の指定に伴う乗組員の作業分担を明確にす

るため、船員の指定前及び指定後の作業分担を記載させること（書

式例は別紙４のとおり）。 
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るため、船員の指定前及び指定後の作業分担を記載させること（書

式例は別紙４のとおり）。 
（２）～（５） （略） 

 

２～１１ （略） 

 

 

 

（２）～（５） （略） 

 

２～１１ （略） 
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別添 
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別添 

  

 

  別紙５－５の表中、「附則第２条」を「附則第３条」に改める。  
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○航海当直部員資格認定事務取扱要領（平成８年８月２８日海基第２２８号）の一部改正 

（傍線の部分又は破線で囲んだ部分は改正部分） 
改 正 後 改 正 前 

航海当直部員資格認定事務取扱要領（平成 8年 8月 28 日海基第 228 号） 

 

最終改正：令和 5年 3月 24 日国海員第 396 号 

 

第１ （略） 

 

第２ 航海当直部員の認定（則第７７条の２の３、第８号表） 

 １． （略） 

 

２．認定及び事務処理 

１による審査の結果、認定して差し支えないと認めたときは、次によ

り措置しなければならない。 

（１） 航海当直部員の証印シール（則第２２号の２書式）に、証印番

号、証印年月日（英文）を記載し、認定した資格以外の資格及び条

約の根拠条項を朱線で消去（別紙２記載例参照）した上で、船員手

帳の第五表（官庁記事）に貼り付け、船員法事務取扱要領（昭和３

８年員基第５３号）の第２号官庁印により右下に割印すること。 

その際、証印に記載する日付の記載は、船員法事務取扱要領別紙

２によることとする。 

（２）～（５） （略） 

  

３． （略） 

 

 

 

航海当直部員資格認定事務取扱要領（平成 8年 8月 28 日海基第 228 号） 

 

最終改正：令和 3年 3月 15 日国海員第 391 号 

 

第１ （略） 

 

第２ 航海当直部員の認定（則第７７条の２の３、第８号表） 

 １． （略） 

 

２．認定及び事務処理 

１による審査の結果、認定して差し支えないと認めたときは、次によ

り措置しなければならない。 

（１） 航海当直部員の証印シール（則第２２号の２書式）に、証印番

号、証印年月日（英文）及び条約の根拠条項を記載し、認定した資

格以外の資格を朱線で消去（別紙２記載例参照）した上で、船員手

帳の第五表（官庁記事）に貼り付け、船員法事務取扱要領（昭和３

８年員基第５３号）の第２号官庁印により右下に割印すること。 

その際、証印に記載する日付の記載は、船員法事務取扱要領別紙

２によることとする。 

（２）～（５） （略） 

  

３． （略） 
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別紙２ 

（航海当直部員の証印の記載例） 

  
 甲板部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200101            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

 機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200102            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

別紙２ 

（航海当直部員の証印の記載例） 

  
 甲板部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200101            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

 機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200102            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅲ／４ 
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of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

  乙種甲板・機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 
 
（二つ以上の資格の証印を同時に受ける場合の記載例） 

  

 甲板部航海当直部員と機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

  乙種甲板・機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 
 
（二つ以上の資格の証印を同時に受ける場合の記載例） 

  

 甲板部航海当直部員と機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
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part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

 

（既に受けている証印より上位の資格の証印を受ける場合の記載例） 

 

  乙種甲板・機関部航海当直部員→甲種甲板・機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

           ↓ 

part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

 

（既に受けている証印より上位の資格の証印を受ける場合の記載例） 

 

  乙種甲板・機関部航海当直部員→甲種甲板・機関部航海当直部員 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2012            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

           ↓ 

第１号
官庁印

第１号
官庁印
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Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2014            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 

 

 

Licence No.    CB02/1200103            

Date          Oct．2．2014            

CERTIFICATE OF PROFICIENCY for Rating forming 
part of a navigational watch / an engine-room watch 
甲・乙・丙種甲板部 

機関部            航海当直部員 

甲・乙種甲板部・機関部 

Rating  in  accordance  with regulation  Ⅱ／４, Ⅲ／４ 

of  STCW  convention,  as  amended 
MINISTRY  OF  LAND, INFRASTRUCTURE， 

TRANSPORT AND TOURISM JAPAN 
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○船員法事務処理基準（平成１３年１０月１日国海基第６９号）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
船員法事務処理基準 

                                                                        

（平成 13年 10 月 1日  国海基第 69 号） 

最終改正：令和 5年 3月 24 日 国海員第 396 号  

 

目 次 （略） 

 

第一章・第二章 （略） 

 

   第三章 雇入契約の成立等の届出等 

七 雇入契約の成立等の届出 

１ 書類の確認 

  雇入契約の成立等の届出があったときは、提出書類及び提示書類につ

いて、次の事項に留意して確認するものとする。 

 (1)・(2) （略） 

(3) 海員名簿については、次の事項を確かめること。 

イ 第一表及び第二表の船舶及び船舶所有者に関する記載事項に誤り

がないこと（則第七十七条の三第二項に規定する低引火点燃料船

（以下「低引火点燃料船」という。）にあっては第二表の主機の種

類及び箇数欄に「低引火点燃料」と括弧書きで付記されているこ

と。）。次の場合には、必ず、船舶国籍証書、漁船登録票、船舶検査

証書、その他の船舶及び船舶所有者に関する事項を証する書類の提

示（これらの書類が電子証書により交付されている場合には、当該

電子証書を紙面又は出力装置の映像面に表示すること）を求め、記

載事項と照合すること。ただし一括届出のときは、一括届出許可書

船員法事務処理基準 

                                                                        

（平成 13年 10 月 1日  国海基第 69 号） 

最終改正：令和 5年 3月 3日 国海員第 362 号  

 

目 次 （略） 

 

第一章・第二章 （略） 

 

   第三章 雇入契約の成立等の届出等 

七 雇入契約の成立等の届出 

１ 書類の確認 

  雇入契約の成立等の届出があったときは、提出書類及び提示書類につ

いて、次の事項に留意して確認するものとする。 

 (1)・(2) （略） 

(3) 海員名簿については、次の事項を確かめること。 

イ 第一表及び第二表の船舶及び船舶所有者に関する記載事項に誤り

がないこと（則第七十七条の三第二項に規定する低引火点燃料船

（以下「低引火点燃料船」という。）にあっては第二表の主機の種

類及び箇数欄に「低引火点燃料」と括弧書きで付記されているこ

と。）。次の場合には、必ず、船舶国籍証書、漁船登録票、船舶検査

証書、その他の船舶及び船舶所有者に関する事項を証する書類の提

示を求め、記載事項と照合すること。ただし一括届出のときは、一

括届出許可書の提示を求め、その記載事項と照合すること。 

 ①～③ （略） 
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の提示を求め、その記載事項と照合すること。 

 ①～③ （略） 

ロ～チ （略） 

(4) 船員手帳については、次の事項を確かめること。 

イ～ヘ （略） 

ト 第十四表～第十六表（健康証明書）に、則第五十七条各号に掲げ

る医師により最近一年内において、則第二号表の標準に合格と判定

された旨の表示があること。なお、再交付又は書換えにより無効と

なったもとの船員手帳の健康証明書の有効期間が経過していない場

合には、当該船員手帳における表示によることができる。 

チ 第十四表～第十六表（健康証明書）の有効期間が経過していない

こと。ただし、やむを得ない場合において、当該健康証明書の有効

期間が満了した日から三月を超えない範囲内において、船舶に乗り

組ませることができる旨、地方運輸局長の許可を受けている場合は

この限りでない。 

リ 本邦外の地域に赴く航海に従事する船舶に乗り組む船員について

は、第十四表～第十六表（健康証明書）の記載に英訳が付してある

こと。 

ヌ 船員手帳が次のいずれかに該当するときは、書換え、再交付又は

写真のはりかえを申請させること。 

  ① （略） 

  ② 第六表・第七表（雇入契約関係）、第八表（休日関係）、第九表

（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船員

保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇

用保険関係）又は第十四表～第十六表（健康証明書）に余白がな

いとき。 

  ③・④ （略） 

(5)～(7) （略） 

 

 

ロ～チ （略） 

(4) 船員手帳については、次の事項を確かめること。 

イ～ヘ （略） 

ト 第十四表・第十五表（健康証明書）に、則第五十七条各号に掲げ

る医師により最近一年内において、則第二号表の標準に合格と判定

された旨の表示があること。なお、再交付又は書換えにより無効と

なったもとの船員手帳の健康証明書の有効期間が経過していない場

合には、当該船員手帳における表示によることができる。 

チ 第十四表・第十五表（健康証明書）の有効期間が経過していない

こと。ただし、やむを得ない場合において、当該健康証明書の有効

期間が満了した日から三月を超えない範囲内において、船舶に乗り

組ませることができる旨、地方運輸局長の許可を受けている場合は

この限りでない。 

リ 本邦外の地域に赴く航海に従事する船舶に乗り組む船員について

は、第十四表・第十五表（健康証明書）の記載に英訳が付してある

こと。 

ヌ 船員手帳が次のいずれかに該当するときは、書換え、再交付又は

写真のはりかえを申請させること。 

  ① （略） 

  ② 第六表・第七表（雇入契約関係）、第八表（休日関係）、第九表

（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船員

保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇

用保険関係）又は第十四表・第十五表（健康証明書）に余白がな

いとき。 

  ③・④ （略） 

(5)～(7) （略） 
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２ 確認 

  １により書類に誤りがないと認めたときは、更に次の事項に留意して

確認するものとする。 

(1) 雇入届出の場合 

  イ～ニ （略） 

  ホ 船長、甲板部職員、甲板部航海当直部員、機関部職員、機関部航

海当直部員、無線部職員又は救命艇手については、船員手帳の第十

四表～第十六表（健康証明書）の「医師の指示及び就業上の注意事

項」欄に、雇入を行う職務に関し、不可である旨の記載がないこ

と。 

  ヘ～ソ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

３ （略） 

 

 ４ 届出の受理及び事務処理 

１及び２による確認の結果、届出を受理して差し支えないと認めたと

きは、次により措置しなければならない。 

(1) 届出書の余白（届出書が複数枚にわたる場合には各ページの余

白）、海員名簿の官庁受理印欄（(2)に掲げる場合を除く。）、船員手帳

の官庁受理印欄及びクルーリストの官庁受理印欄に第二号官庁印を押

すこと。なお、法第八十五条第三項（則第五十七条の二）の未成年者

の認証は、この押印によって同時に行う。 

(2) （略） 

 

八～十二 （略） 

 

 

２ 確認 

  １により書類に誤りがないと認めたときは、更に次の事項に留意して

確認するものとする。 

(1) 雇入届出の場合 

  イ～ニ （略） 

  ホ 船長、甲板部職員、甲板部航海当直部員、機関部職員、機関部航

海当直部員、無線部職員又は救命艇手については、船員手帳の第十

四表・第十五表（健康証明書）の「医師の指示及び就業上の注意事

項」欄に、雇入を行う職務に関し、不可である旨の記載がないこ

と。 

  ヘ～ソ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

３ （略） 

 

 ４ 届出の受理及び事務処理 

１及び２による確認の結果、届出を受理して差し支えないと認めたと

きは、次により措置しなければならない。 

(1) 届出書の該当者欄の右余白、海員名簿の官庁受理印欄（(2)に掲げ

る場合を除く。）、船員手帳の官庁受理印欄及びクルーリストの官庁受

理印欄に第二号官庁印を押すこと。なお、法第八十五条第三項（則第

五十七条の二）の未成年者の認証は、この押印によって同時に行う。 

 

(2) （略） 

 

八～十二 （略） 

 



別添 

十三 船員手帳の書換え（則第三十四条） 
 １ （略） 
 
 ２ 書換え事由 
   船員手帳の書換えは、次の場合に行う。 

  (1)・(2) （略） 

  (3) 船員手帳の第六表・第七表（雇用契約関係）、第八表（休日関係）、

第九表（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船

員保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇用

保険関係）又は第十四表～第十六表（健康証明書）に余白がないと

き。 

  (4) （略） 

 

 ３～５ （略） 

 
十四・十五 （略） 
 

十三 船員手帳の書換え（則第三十四条） 
 １ （略） 
 
 ２ 書換え事由 
   船員手帳の書換えは、次の場合に行う。 

  (1)・(2) （略） 

  (3) 船員手帳の第六表・第七表（雇用契約関係）、第八表（休日関係）、

第九表（有給休暇関係）、第十表（予備船員勤務関係）、第十一表（船

員保険関係）、第十二表（労働者災害補償保険関係）、第十三表（雇用

保険関係）又は第十四表・第十五表（健康証明書）に余白がないと

き。 

  (4) （略） 

 

 ３～５ （略） 

 
十四・十五 （略） 
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○雇入契約登録届出事務取扱要領（平成２３年１月３１日国海運第１２４号）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
雇入契約登録届出事務取扱要領 

（平成 23年 1月 31 日国海運第 124 号）   

（平成 24年 3月 30 日国海運第 175 号改正） 

            （平成 30 年 3 月 30 日国海員第 399 号改正） 

（令和 2年 12月 23 日国海員第 292 号改正） 

（令和 4年 3月 30 日国海員第 410 号改正）  

（令和 5年 3月 24 日国海員第 396 号改正）  

 
第１ （略） 
 
第２  登録届出の事務手続 
 
 １ （略） 
 

２ 許可を受けるための申請と審査 
   許可申請があったときは、次の事項に留意して審査しなければならな

い。 
(1) 次に掲げる提出書類及び提示書類がそろっていること。ただし、⑦

から⑨に掲げる書類のうち電子証書により交付されているものについ

ては、電子証書システムにより確認すること。 
①～⑩ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

 ３ （略） 

  

雇入契約登録届出事務取扱要領 
（平成 23年 1月 31 日国海運第 124 号）   

（平成 24年 3月 30 日国海運第 175 号改正） 

            （平成 30 年 3 月 30 日国海員第 399 号改正） 

（令和 2年 12月 23 日国海員第 292 号改正） 

（令和 4年 3月 30 日国海員第 410 号改正）  

（新設）                 

 
第１ （略） 
 
第２  登録届出の事務手続 
 
 １ （略） 
 
２ 許可を受けるための申請と審査 

   許可申請があったときは、次の事項に留意して審査しなければならな

い。 
(1) 次に掲げる提出書類及び提示書類がそろっていること。 

①～⑩ （略） 
 
 

(2)～(4) （略） 

 

 ３ （略） 
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 ４ 登録内容の変更等 
(1) 船舶所有者は、登録後に船舶所有者名簿又は雇用船員名簿の内容を

変更しようとするときは、所轄地方運輸局に前回送信した船舶所有者

名簿、クルーリスト及び雇用船員名簿に、変更しようとする内容のみ

を記載し、システムにより所轄地方運輸局に送信することとし、所轄

地方運輸局は、必要に応じて、変更内容を証する書類を速やかに電子

メール、郵送等により送付させる。 
なお、船舶所有者は、２(1)⑤～⑩の書類の内容に変更があった場合

は、所轄地方運輸局に速やかに電子メール、郵送等により送付しなけ

ればならないものとする（２(1)⑦～⑨の書類が電子証書システムによ

り交付されている場合には、変更があった旨を電子メール等により所

轄地方運輸局に連絡することをもって足りる。）。 
ただし、船員の行方不明等の真にやむを得ない事由があるときは事

後で足りることとし、その場合は当該事由を記載した書面を添付する。 
(2) （略） 

 
５～８ （略） 

 
第３ （略） 
 

 ４ 登録内容の変更等 
(1) 船舶所有者は、登録後に船舶所有者名簿又は雇用船員名簿の内容を

変更しようとするときは、所轄地方運輸局に前回送信した船舶所有者

名簿、クルーリスト及び雇用船員名簿に、変更しようとする内容のみ

を記載し、システムにより所轄地方運輸局に送信することとし、所轄

地方運輸局は、必要に応じて、変更内容を証する書類を速やかに電子

メール、郵送又はファクシミリ等により送付させる。 
なお、船舶所有者は、２(1)⑤～⑩の書類の内容に変更があった場合

は、所轄地方運輸局に速やかに電子メール、郵送又はファクシミリ等

により送付しなければならないものとする。 
ただし、船員の行方不明等の真にやむを得ない事由があるときは事

後で足りることとし、その場合は当該事由を記載した書面を添付する。 
 

 

(2) （略） 

 
５～８ （略） 

 
第３ （略） 
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○時間外労働労使協定事務取扱要領（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の２）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
時間外労働労使協定事務取扱要領 

（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の２） 
改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の２） 

改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 
改正：（令和５年３月１３日国海員第３７６号） 

最終改正：（令和５年３月２４日国海員第３９６号） 
 

１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）時間外届出書及び時間外協定書を受理した所轄地方運輸局等において、

６年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
 

時間外労働労使協定事務取扱要領 
（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の２） 

改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の２） 
改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 

最終改正：（令和５年３月１３日国海員第３７６号） 
（新設）                

 
１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）時間外届出書及び時間外協定書を受理した所轄地方運輸局等において、

協定期間経過後３年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
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○補償休日労働労使協定事務取扱要領（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の３）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
補償休日労働労使協定事務取扱要領 

（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の３） 
改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の３） 

改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 
改正：（令和５年３月１３日国海員第３７６号） 

最終改正：（令和５年３月２４日国海員第３９６号） 
 

１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）補償休日届出書及び補償休日協定書を受理した所轄地方運輸局等にお

いて、６年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
 

補償休日労働労使協定事務取扱要領 
（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の３） 

改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の３） 
改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 

最終改正：（令和５年３月１３日国海員第３７６号） 
（新設）                

 
１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）補償休日届出書及び補償休日協定書を受理した所轄地方運輸局等にお

いて、協定期間経過後３年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
 

 
  



別添 

○休息時間分割労使協定事務取扱要領（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の４）の一部改正 
（傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
休息時間分割労使協定事務取扱要領 

（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の４） 
改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の４） 

改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 
最終改正：（令和５年３月２４日国海員第３９６号） 

 
１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）休息分割届出書及び休息時間の分割に関する協定書を受理した所轄地

方運輸局等において、６年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
 

休息時間分割労使協定事務取扱要領 
（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の４） 

改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の４） 
最終改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 

（新設）                
 
１．～３． （略） 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により

措置しなければならない。 
（１）～（３） （略） 

（４）休息分割届出書及び休息時間の分割に関する協定書を受理した所轄地

方運輸局等において、協定期間経過後３年間保存すること。 
 
５．及び６． （略） 
 

 
 


